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はじめに ～ 本調査の趣旨

鹿沼市シンボルキャラクター

「ベリーちゃん」

調査趣旨

本調査は、鹿沼市公共下水道事業においてウォーターPPP（官民連
携事業）の導入検討のために実施いたします。
鹿沼市公共下水道事業の概要や課題、現時点での導入想定スキーム

等を提示し、民間事業者の皆様から広く意見を募ることで、皆様の参
入意欲や懸念点について把握することを目的としています。

注意事項
本資料は、現時点での本市の導入想定案です。
今後も更なる検討の上で見直していく予定であることから、

現記載内容が確定情報ではないことを予めご承知おきください。
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令和７年8月22日時点
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令和７年8月22日時点
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令和6年6月30日時点１.鹿沼市の下水道事業（1/19）
下水道事業を取り巻く環境

【行政人口】 2011年度から2023年度にかけて減少。
【汚水処理人口】 下水道整備の推進により横ばい。
【将来予測】 下水道整備は概ね完了。

行政人口減少にあわせて処理区域内人口も減少する見通し。

鹿沼市下水道経営戦略より

行政人口と処理区内人口（実績）              行政人口と処理区内人口(将来予測)
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令和6年6月30日時点１.鹿沼市の下水道事業（2/19）
下水道事業を取り巻く環境

【水洗化率】下水道整備により、やや増加傾向。
【将来予測】行政人口減少にあわせて処理区域内人口も減少する見通し。

鹿沼市下水道経営戦略より

水洗化率
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【栃木県生活排水処理構想2023(抜粋)】
・生活排水処理人口普及率

令和3（2021）年度 89.5％
令和17（2035）年度 92.8%(目標)

・生活排水処理施設別普及率
下水道は65.8%から65.9%に微増

生活水処理人口普及率（抜粋）

年度
生活排水処理
人口普及率（％）

生活排水
処理人口（人）

生活排水処理施設別普及率（％）

下水道 農集排水 浄化槽

令和3（2021 89.5 - 65.8 3.3 20.5
令和8（2026）目標値 90.7 82,018 65.9 3.3 21.5
令和17（2035）目標値 92.8 78,550 65.9 3.3 23.6
令和32（2050）目標値 96.5 72,668 65.9 3.3 27.3

下水道事業を取り巻く環境

１.鹿沼市の下水道事業（3/19） 令和7年8月22日時点



下水道事業の概要

「公共下水道事業」
・黒川処理区
・粟野処理区

「特定環境保全公共下水道事業」
・古峰原処理区
・西沢処理区

「農業集落排水事業」
・下南摩地区
・酒野谷地区
・菊沢西地区
・北半田地区
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令和7年8月22日時点１.鹿沼市の下水道事業（4/19）

※本資料では主要な「公共下水道事業」および「特定環境保全公共下水道事業」の概要を示す



１.鹿沼市の下水道事業（5/19）
処理区毎の概要
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公共下水道事業（単独）

【黒川処理区】
昭和47（1972）年度：
旧鹿沼市の黒川右岸市街地222.7haを整備開始。

昭和51（1976）年度：黒川終末処理場の一部供用開始。
平成 8 （1996）年度：樅山中継ポンプ場の供用開始。
現在：ほぼ整備完了。

汚水管渠の整備、老朽管渠の更生工事を実施。

黒川終末処理場フローシート

樅山中継ポンプ場フローシート

樅山中継ポンプ場

黒川終末処理場

令和7年8月22日時点



１.鹿沼市の下水道事業（6/19）
処理区毎の概要
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公共下水道事業（単独）

【粟野処理区】
平成 4 （1992）年度：旧粟野町の中心部48haの整備開始。
平成10（1998）年度：粟野水処理センターの一部供用開始。
現在：ほぼ整備完了。

粟野水処理センターフローシート

令和7年8月22日時点



１.鹿沼市の下水道事業（7/19）
処理区毎の概要
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特定環境保全公共下水道事業

【古峰原処理区】
平成14（2002）年度：新規採択を受け整備事業に着手。
平成17（2005）年度：古峰原水処理センターの一部供用開始。
現在：ほぼ整備完了。

古峰原水処理センターフローシート

令和7年8月22日時点



１.鹿沼市の下水道事業（8/19）
処理区毎の概要
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特定環境保全公共下水道事業

【西沢処理区】
平成15（2003）年度：新規採択を受け整備事業に着手。
平成20（2008）年度：西沢水処理センターの一部供用開始。
現在：ほぼ整備完了。

西沢水処理センターフローシート

令和7年8月22日時点



１.鹿沼市の下水道事業（9/19）
処理区毎の概要
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令和5年3月31日時点

公共 特定環境保全

処理区 黒川 粟野 古峰原 西沢

処理区面積(ha) 1,581 134 9 57

計画処理人口 58,000 2,500 50 1,900

排除方式 分流 分流 分流 分流

処理場名 黒川終末処理場 樅山中継ポンプ場 粟野水処理センター 古峰原水処理センター 西沢水処理センター

供用開始(年) 1976 1996 1998 2005 2008

汚水処理方式 標準活性汚泥法 - OD法 膜分離活性汚泥法 OD法

汚泥処理方式 濃縮-消化-脱水-場外搬出 - 濃縮-脱水-場外搬出 貯留-場外搬出 濃縮-貯留-場外搬出

処理能力（㎥/日）
40,800

(現有34,000)
揚水能力
7.8(㎥/分)

2,000 240 1,100

マンホールポンプ場数 35 - 2 1 3

鹿沼市下水道事業計画より
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１.鹿沼市の下水道事業（10/19）

n=100

n=71

n=22

n=52

21181719

12

25

2815 14 2

5106 1

21 15 6 1

黒川終末処理場が最も高リスク設備の割合が高い。
今後、老朽化設備の増加が予想される。

各処理施設別 リスク評価 黒川終末処理場の設備別リスク評価

ランク1 ランク2 ランク3 ランク4 ランク5
沈砂池 1 1 1
ポンプ 5 14 10 10
初沈 1 3

反応タンク 2 3
送風機 2 2
終沈 1 1 3
消毒 1 1

プラント電気 2 4 3 3
濃縮設備 2 2
消化タンク 1 1 3
脱水設備 1 1
用水設備 1
建築 1 3 6 1

仕上･建具 2 4 4
付帯設備 4 6 11
躯体 17※nは総数 グラフ・表内の数値は設備数を示す

リスク評価=[発生確率×被害規模]
・影響度評価点＝[機能面]×0.7 +[能力面]×0.2 +[コスト面]×0.1
・発生確率=経過年数÷標準耐用年数+基礎調査点数

処理区毎の概要

令和7年8月22日時点

※ランク
高リスク順に5段階で
改築優先順位を設定。

5：25~21点
4：20~16点
3：11~15点
2：11~15点
1：  1~ 5点

（点数はリスクマトリクスによる）
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黒川終末処理場 樅山中継ポンプ場

粟野水処理センター 古峰原処理センター

西沢処理センター

１.鹿沼市の下水道事業（11/19） 令和7年8月22日時点

処理能力と流入水量の実績



14

・鹿沼市内の処理場では、高度処理化計画は策定の予定はない。
・現時点では、将来の処理施設の統廃合計画の予定はない。

【黒川終末処理場】

・将来、「し尿・浄化槽汚泥」を消化槽に全量投入する。
水処理方式に変更なし。

・浸水対策として耐水化計画再検討中。

・耐水化対策 優先対象施設
短期(5年程度)
揚水機能(管理本館,第2ポンプ棟)、消毒機能(塩素混和池)

中期対策(5～10年程度)
沈殿機能(水処理施設)、汚泥処理機能(汚泥棟・機械濃縮棟・貯留槽・汚泥消化槽)

１.鹿沼市の下水道事業（12/19） 令和7年8月22日時点

特筆すべき事項
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年間処理水量
R4 約9,500,000㎥
R5 約9,500,000㎥
R6 約9,000,000㎥

肥料 民間処分 ストック 合計
R4 約100トン 約240トン 約15トン 約355トン
R5 約30トン 約270トン 0トン 約300トン
R6 約90トン 約270トン 約45トン 約405トン

乾燥汚泥量

１.鹿沼市の下水道事業（13/19）

運転実績(黒川終末処理場)

資源化工場 民間処分 合計
R4 約1,400トン 約100トン 約1,500トン
R5 約1,800トン 約390トン 約2,200トン
R6 約1,400トン 約300トン 約1,700トン

脱水汚泥

令和7年8月22日時点
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R4 約400,000㎥
R5 約410,000㎥
R6 約400,000㎥

年間処理水量

R4 約130トン
R5 約130トン
R6 約110トン

汚泥処分量

１.鹿沼市の下水道事業（14/19）

運転実績(粟野水処理センター)

令和7年8月22日時点
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R4 約7,800㎥
R5 約8,700㎥
R6 約6,500㎥

年間処理水量
R4 約57トン
R5 約77トン
R6 約61トン

汚泥処分量

１.鹿沼市の下水道事業（15/19）

運転実績（古峰原水処理センター・西沢水処理センター）

令和7年8月22日時点

R4 約156,000㎥
R5 約155,000㎥
R6 約149,000㎥

年間処理水量
R4 約1,000トン
R5 約1,100トン
R6 約1,100トン

汚泥処分量



１.鹿沼市の下水道事業（16/19）

＊概要
• 汚水管延長：397.8㎞
• 雨水管延長：43.5㎞

• マンホールポンプ：35個
• 取付管：25,210箇所
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黒川処理区の現状（管路施設）

令和7年8月22日時点
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１.鹿沼市の下水道事業（17/19）

黒川処理区の現状（管路施設）

令和7年8月22日時点
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管渠整備費

１.鹿沼市の下水道事業（18/19） 令和7年8月22日時点

汚水管渠・雨水管渠等の整備実績・費用

R4年度 R5年度 R6年度
汚水桝 9件 138箇所 8件 111箇所 3件 44箇所
汚水管 15件 752.3m 12件 932.1ｍ 15件 981.1ｍ
管更生 ー ー 4件 219.4m 1件 108.0m
舗装 1件 1,695㎡ 4件 3,280㎡ 0件 0㎡

雨水管 5件 492.2ｍ 0件 ０ｍ 0件 0ｍ

事業費内訳(実績)
年度 事業費内訳(千円)
R4 約160,000
R5 約232,000
R6 約180,000
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除草・施設清掃等
業務委託：5件
管理委託1件

年度 金額(千円 )
R4 約73,000
R5 約104,000
R6 約177,000

事業費内訳(実績)

※汚水・雨水合計

１.鹿沼市の下水道事業（19/19）

汚水管渠・雨水管渠等の補修・修繕・清掃・台帳整備等、管渠維持管理の実績

管渠管理費

令和7年8月22日時点



2.下水道事業の抱える課題
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人員不足・老朽化・財政制約といった課題を抱える中で、新たな下水道事業の
運営方法として、ウォーターPPP(官民連携)導入による事業持続性の向上を図る。

モノ「老朽化した下水道管きょ・施設」 カネ「使用料収入」

令和7年8月22日時点

「黒川終末処理場」
リスク別 設備数

ヒト「汚水処理人口」

標準耐用年数を
超過した管渠延長



３.ウォーターPPPの概要（1/2）
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国土交通省ホームページ＞下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン策定検討委員会＞ウォーターPPPガイドライン2.0＞図表を主としたパワーポイント版＞基礎編

令和7年8月22日時点

国土交通省ウォーターPPPガイドライン第2.0版【基礎編】（パワーポイント版）p17より

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf


３.ウォーターPPPの概要（2/2）
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PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）の概要

ウォーターPPPは、コンセッション方式(レベル4)と、管理·更新一体マネジメント方式(レベル
3.5)の総称である。

令和7年8月22日時点

PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）（令和5年6月2日民間資金等活用事業推進会議決定）PPP／PFI推進アクションプラン（令和５年度改訂版）概要
p6より

https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/actionplan_r5_1.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/actionplan_r5_1.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/actionplan_r5_1.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/actionplan_r5_1.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/actionplan_r5_1.pdf


４.ウォーターPPP導入範囲の選択（1/3）
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国土交通省ホームページ＞下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン策定検討委員会＞ウォーターPPPガイドライン2.0＞図表を主としたパワーポイント版＞基礎編

「選択した処理区のすべての施設等を対象範囲に設
定する事業期間10年の民間委託」を念頭に置いて、

導入検討を進めるところ、仮に、このまま入札・公募を
開始する場合、「客観的な事情」（＝管理者が客観的
な情報に基づいて説明できること）は不要となる。 

処理区の選択、更新実施型／更新支援型の選択、
処理方式の変更等の大規模な更新（改築） 工事は事

業範囲外とすること等、「管理者の任意」部分につい
ては、管理者の適切な判断に委ねられる。

令和7年8月22日時点

国土交通省ウォーターPPPガイドライン第2.0版【基礎編】（パワーポイント版）p14より

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf


４.ウォーターPPP導入範囲の選択（2/3）
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国土交通省ホームページ＞下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン策定検討委員会＞ウォーターPPPガイドライン2.0＞図表を主としたパワーポイント版＞基礎編

入札・公募の開始（募集要項等の公表）時点で、対
象施設・業務範囲の設定が「少なくとも一つの処理
区のすべての施設等」ではないものを想定する場合、
例えば、FS や MS 等を活用し、比較等することで、ど
の選択肢がよいか確認する。 

この条件で入札・公募を開始する場合には、この
理由について、管理者は客観的な情報に基づ いて
説明できる必要がある（＝「客観的な事情」が必要）。 
客観的な情報として、例えば、FS、MS 等の選択肢

に挙げて比較した結果や経過等が考えられる。

令和7年8月22日時点

国土交通省ウォーターPPPガイドライン第2.0版【基礎編】（パワーポイント版）p15より

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf


４.ウォーターPPP導入範囲の選択（3/3）
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国土交通省ホームページ＞下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン策定検討委員会＞ウォーターPPPガイドライン2.0＞図表を主としたパワーポイント版＞基礎編

1処理区の、処理場＋ポンプ場＋管路を対象とする場合
→「客観的な事情」は不要。

1処理区の、処理場＋ポンプ場を対象とする場合
→MSの選択肢に挙げて比較した結果や経過等による

「客観的な事情」が必要。

令和7年8月22日時点

国土交通省ウォーターPPPガイドライン第2.0版【基礎編】（パワーポイント版）p15より

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883969.pdf


5.鹿沼市ウォーターPPP現時点での導入想定案（1/3）

28
下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン策定検討委員会＞ウォーターPPPガイドライン2.0

処理場：更新実施型

     管路：更新支援型
処理区：黒川処理区

令和7年8月22日時点

老朽化した施設への対応とスケールメリットを鑑み、黒川処理区でのウォーターPPP導入を想定

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
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処理場：更新実施型：想定業務パッケージ

業務内容 摘 要

管理保全業務 計画的維持管理業務 運転管理業務 運転管理計画の策定、マンホールポンプ維持管理を含む

水質分析業務 分析試験計画策定、法定・自主試験、試験結果解析を含む

点検業務 施設保全点検計画策定を含む
調査業務
清掃業務
修繕業務 契約・事務処理等を含む
廃棄物処分業務 契約・事務処理等を含む(汚泥・し渣・沈砂・排水・他)
他工事等立会

災害対応業務 被災状況把握
二次災害防止等
復旧工事

計画策定業務 更新計画案策定

SM計画見直し案策定

改築業務 改築設計 事前調査、各種申請・届出の支援を含む
改築工事 近隣調整及び準備調査、環境モニタリングを含む

情報管理業務

問題解決業務 悪臭対策

緊急対応
住民対応

令和7年8月22日時点
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管路施設：更新支援型：想定業務パッケージ

令和7年8月22日時点

業務内容 摘 要
管理保全業務 計画的業務 巡視業務

点検業務

調査業務

清掃業務

修繕業務

問題解決業務 不明水調査

不明水対策 雨天時浸入水対策を含む。

悪臭対策 臭いに関する苦情が入った場所で臭気を計測して原因を考察する。

住民対応等業務 住民対応

事故対応

他工事等立会

計画策定業務 更新計画策定 既往調査結果の分析による「気づき」を含む。

SM計画の見直し 更新計画に合わせた見直し。

改築業務 改築に係る設計業務 調査業務の結果に基づく改築実施設計。

改築工事

災害対応業務 被災状況等把握

二次災害防止等緊急措置

下水道台帳整備業務 電子化

更新 「維持管理情報の管理」を含む。

統括業務 各業務間の調整、モニタリング対応、報告書作成など。



５. 今後の事業スケジュール（イメージ）

※必要に応じてマーケットサウンディングを適宜実施 31

令和7年8月22日時点



説明内容及びマーケットサウンディングについて、不明点・疑問点等ある場合は、
以下の担当までご連絡ください。

連絡先

担当部署 鹿沼市下水道課

担当者 別井
電話番号 0289-65-3607
メールアドレス gesuishisetu@city.kanuma.lg.jp

32



33

ウォーターPPP： 上下水道事業を持続的に行うために、行政(市や町)と民間企業が連携
して運営する仕組み。

更新支援型 ウォーターPPPの事業形態

維持管理・修繕＋更新計画まで民間企業が行う
(更新工事発注からは行政が行う)

更新実施型 維持管理・修繕＋更新工事発注まで民間企業が行う

CM 発注者側の立場で工事管理の支援を行う業務
(導入は任意)

FS(導入可能性調査) どのような形態(実施、支援等)でウォーターPPPを導入
するか、そもそも導入するのかを検討する業務

MS(マーケットサウンディング) ウォーターPPP導入に際して、下水道事業を担当する

維持管理・設計・施工事業者等の民間企業の意向をき
くためのアンケート

参考資料
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